




論文題目  近代日本における私立高等教育機関の経営と財務 
      －明治後期から大正期における慶應義塾大学と早稲田大学の比較分析－ 




























































































 第三の課題である寄附金分析については、第 3章で慶應を、第 5章で早稲田を事例とし、両
校で複数回実施された寄附募集事業の事業計画と実績の整合性または乖離、寄附金が資産形成
及び財務に与えた影響、そして寄附金獲得の成功要因について考察した。考察対象とした寄附
募集事業は、学部新設や施設設備の更新、そして基金の設立を目的としていた。事業計画と実
績の達成度を検討した結果、慶應では医学科募集で多額の借入金に頼らざるを得なくなったも
のの、事前の募集計画がほぼ達成されていた。他方の早稲田では申込額が目標額に届かない場
合や、支出に関して実績が見積もりを大きく超えたことが財務分析から示され、事業計画と実
績との間に乖離があったことが示された。ただし資産総額に占めた寄附金の割合は、慶應で約
60～90％、早稲田で約 54～70％となっており、寄附金が両校の資産形成に大きく寄与してい
た。このように寄附金は施設設備の充実に配分されたが、その調達の成功要因には、景気動向
や大都市を中心に全国から寄附金を回収できたこと、そのための広報手段や同窓会等を中心と
した募集組織を有していたことが共通した。だが一方で差異もみられた。複数回の寄附を行っ
た大口寄附者の特徴を検討したところ、慶應では卒業生かつ学内で教職員や評議員等の役職及
び職務にあった人物が大分を占めていたが、早稲田では非卒業生かつ学内で教職員や評議員等
の役職になかった人物が大分を占めていた。この知見は、寄附募集事業の成功要因を卒業生集
団の貢献とした先行研究の知見を踏襲しつつも、必ずしもそれだけでないことを示した。 
 終章では以上の分析結果を整理し、本研究で明らかになった知見から導かれる大学史・高等
教育史像について考察を試みた。明治後期から大正期という時期において、創設当初の機関の
存続をかけた危機的状況を脱した我が国私立高等教育機関は、大学の本義である教育機能の充
実及び総合大学化を目指した。その中で、管理運営体制を整備し、外部から積極的に資金を調
達し、それを機関の経営方針に従って戦略的に配分することで、教育機能の充実と機関財務の
健全化という相剋を克服する経営構造が確認できた。こうした経営構造は機関が能動的に展開
したものであり、明治後期には「「大学」経営の原初的段階」ともいえる現象がみられ、大正期
にかけてそれが社会的に顕在化したのであった。 
